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2１．新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れ

施設の耐震安全性評価

原子炉建物基礎地盤
の安定性評価

地震随伴事象に対する考慮
（原子炉建物周辺斜面の安定性）

（津波に対する安全性）

解析結果等

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価

解析結果等

屋外重要土木構造物
の耐震安全性評価

安全上重要な機器・配管系

の耐震安全性評価

基準地震動 Ss

は中間報告対象

（美浜、高浜、大飯発電所）



［評価方針］

中間報告（追補版）における評価対象施設は，新耐震指針によるＳクラスの施設のうち，原子

炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込める」に係る安全上重要な機能を有する主要

な施設を対象としている。

本資料では，応答スペクトルに基づく基準地震動Ｓｓ（以下「応答スペクトル波」という。）及び

断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ（以下「断層モデル波」という。）に対する評価

結果について示す。

２．施設の耐震安全性評価方針

⑨原子炉建屋

⑧原子炉格納容器

⑦蒸気発生器

②制御棒
①炉内構造物

⑥一次冷却材管

④余熱除去配管

⑤原子炉容器

③余熱除去
ポンプ

冷やす

閉じ込める

止める

⑩原子炉補助建屋

評価対象施設

止める
①炉内構造物
②制御棒

冷やす
③余熱除去ポンプ
④余熱除去配管

閉じ込める
⑤原子炉容器
⑥一次冷却材管
⑦蒸気発生器
⑧原子炉格納容器

上記施設を内包する建物
⑨原子炉建屋
⑩原子炉補助建屋

1．建物・構築物の評価

基準地震動Ssによる時刻歴応答解析により求め

た耐震壁の最大応答せん断ひずみと評価基準値

を比較（⑨⑩）

2．機器・配管系の構造強度評価

基準地震動Ssを想定した場合に施設に生じる応

力（発生値）を算出し，評価基準値（材料毎に定め

られた許容応力）と比較（①③④⑤⑥⑦⑧）

3．機器・配管系の動的機能維持評価

（制御棒挿入性）

基準地震動Ssを想定した場合の制御棒挿入時間

を算定し，評価基準値と比較（②）

［評価方法］美浜１～３号機、大飯１～４号機、高浜１～４号機 （PWR）
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4

基 礎

建屋地震応答解析

床応答スペクトルの算定

基準地震動

床面の応答加速度

評価対象施設の設置床面
における床応答スペクトル

周期

加
速
度

短周期 長周期

設備１
設備２

設備３
設備４

T1 T2 T3 T4

α2

α2

T2

最大の応答加速度
をプロット

建屋地震応答解析

床応答スペクトルの算定

時刻歴応答解析
FEM、弾塑性解析による
応力評価など詳細評価

評 価 終 了

発生値が評価
基準値以下か YES

YES

NO

応答倍率法による評価

応答倍率法による
評価を行なうか

発生値が評価
基準値以下か

スペクトルモーダル応答解析
理論式による応力評価など詳細評価

YES

NO

NO

３．主要施設の評価方法（１／２）

主要施設の構造強度評価の流れ



5３．主要施設の評価方法（２／２）

動的機能維持評価（制御棒挿入性）の流れ

※１
地震時遅れ時間
＝地震時挿入時間

－通常運転時挿入時間

スペクトルモーダル解析法等
による詳細評価

評 価 終 了

地震時の挿入時間
が評価基準値以下か

YES

NO

YES

NO

地震時の挿入時間
が評価基準値以下か

地震時遅れ時間※１の
応答倍率法による評価

建屋地震応答解析

床応答スペクトルの算定

応答倍率法による
評価を行なうか

YES

NO

時刻歴解析による
詳細評価

概要図： 燃料集合体および制御棒クラスタ 概要図： 制御棒クラスタのみ

（主な構成設備の概要図）



４．安全上重要な主要施設の耐震安全性評価

Ⅰ．建物・構築物の耐震安全性評価

Ⅱ．機器・配管系の耐震安全性評価

6

（注） 美浜発電所１号機、大飯発電所３，４号機、高浜発電所３，４号機は、いずれも主要施設

の構成や解析モデル化の考え方等が同様であるため、本資料では構造Ｂサブグループ

に付議した内容から各施設１例を選定して記載した。



7Ⅰ－１．原子炉建屋の評価(1/3）（大飯発電所３・４号機）
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ν
密度
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4.56×1041.70×1040.342.72,510-60以深

3.65×1041.35×1040.352.72,240-60以浅
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ν
密度
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水平：3
鉛直：17.12×1041.85×105SQV2B

部材：SG03~SG09

水平：3
鉛直：16.92×1041.80×105SQV2A

部材：SG02
蒸気発生器(S/G)

27.90×1042.05×105鉄骨：SM50
（SM490相当）

原子炉周辺建屋（E/B）

51.01×1042.43×104

コンクリート：
Fc=29.4（N/mm2）
（Fc=300kgf/cm2）
鉄筋：I/C  SD40
（SD390相当）

E/B  SD35
（SD345相当）

内部コンクリート（I/C)
原子炉周辺建屋（E/B）

31.21×1042.90×104

コンクリート：
Fc=44.1（N/mm2）
（Fc=450kgf/cm2）
鉄筋：SD40
（SD390相当）

原子炉格納容器(C/V)

減衰定数
h（%）

せん断
弾性係数

G (N/mm2)
ヤング係数
E (N/mm2)使用材料部 位

水平：3
鉛直：17.12×1041.85×105SQV2B

部材：SG03~SG09

水平：3
鉛直：16.92×1041.80×105SQV2A

部材：SG02
蒸気発生器(S/G)

27.90×1042.05×105鉄骨：SM50
（SM490相当）

原子炉周辺建屋（E/B）

51.01×1042.43×104

コンクリート：
Fc=29.4（N/mm2）
（Fc=300kgf/cm2）
鉄筋：I/C  SD40
（SD390相当）

E/B  SD35
（SD345相当）

内部コンクリート（I/C)
原子炉周辺建屋（E/B）

31.21×1042.90×104

コンクリート：
Fc=44.1（N/mm2）
（Fc=450kgf/cm2）
鉄筋：SD40
（SD390相当）

原子炉格納容器(C/V)

減衰定数
h（%）

せん断
弾性係数

G (N/mm2)
ヤング係数
E (N/mm2)使用材料部 位

概略断面図（解析モデルの概念図）

解析モデル

原子炉建屋の物性値

原子炉建屋の地盤定数



8Ⅰ－１．原子炉建屋の評価(2/3)（大飯発電所３・４号機）

EW方向 NS方向

鉛直方向

地震応答解析結果（最大応答加速度）

原子炉格納容器（PCCV）

内部コンクリート（I/C）

原子炉周辺建屋（E/B）

凡例
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2,000

2,500

0.00 2.00 4.00

EB33

EB28

EB33

EB27

EB28

EB27

は最大ひずみ発生部位を示す。

Q-γ関係と最大応答値（原子炉周辺建屋（E/B) EW方向 SS-3H）

1.40×10-3

せん断ひずみ

（×103 kN）

せ
ん
断
力

評価基準値

（×10-3）

SS-1H SS-2H SS-3H

PCCV
1.18

(CV01)
0.249

(CV01)
0.335

(CV01)

I/C
0.836
(IC18)

0.276
(IC18)

0.772
(IC18)

E/B
1.19

(EB33)
0.523
(EB33)

1.40
(EB33)

PCCV
1.19

(CV01)
0.242

(CV01)
0.454

(CV03)

I/C
1.39

(IC46)
0.274
(IC12)

1.03
(IC46)

E/B
0.235
(EB27)

0.129
(EB27)

0.200
(EB27)

部位評価項目
評価結果

せん断
ひずみ

γ(×10
-3

)

EW

NS

方向

各部位の最大応答値一覧

Ⅰ－１．原子炉建屋の評価(3/3)（大飯発電所３・４号機） 9



10Ⅰ－２．原子炉補助建屋の評価(1/3)（大飯発電所３・４号機）

EL 33,600

EL 26,100

EL 7,000

EL 15,800

EL 4,000

EL 11,500

EL 21,300

55,000

4

5

3

2

1

（EW方向）

地震応答解析モデ
ル（水平方向）

1

2

3

4

5

BT
BS
BB

5

4

3

2

1

6

7

EL+33.6m

EL+26.1m

EL+21.3m

EL+15.8m

EL+11.5m

EL+7.0m
EL+5.5m

EL+4.0m

地盤FEM

原子炉補助建屋地盤定数

地層 
EL. 

（m） 

地盤せん断波

速度 
Vs（m/s） 

密度 
ρ

（t/m3）

ﾎﾟｱｿﾝ比

ν 

せん断 
弾性係数 

G (N/mm2)

ヤング係数 
E (N/mm2) 

-60 以浅 2,240 2.7 0.35 13.5×103 36.5×103 
-60 以深 2,510 2.7 0.34 17.0×103 45.6×103 

 

原子炉補助建屋の物性値

部位 使用材料 
ヤング係数

E (N/mm2)

せん断 
弾性係数 

G (N/mm2)

減衰

定数

h 
(%)

制御建屋(RC 造) 

コンクリート： 
Fc=29.4(N/mm2) 

(Fc=300kgf/cm2） 
鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

24.3×103 10.1×103 5 

 

原子炉補助建屋



11Ⅰ－２．原子炉補助建屋の評価(2/3)（大飯発電所３・４号機）
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(CB01)
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0.582
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NSせん断
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SS-1H方向

（原子炉補助建屋 EW方向）

Q-γ関係と最大応答値(SS-1H)
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最大応答値一覧

Ⅰ－２．原子炉補助建屋の評価(3/3)（大飯発電所３・４号機） 12



Ⅱ－0．評価対象施設（機器･配管系）の概要(1/2)

原子炉容器 （支持構造物）

蒸気発生器 （支持脚）

評価部位
（蓄圧注入管台）

一次冷却材管 （蓄圧注入管台）

評価部位

評価部位

炉内構造物 （ﾗｼﾞｱﾙｻﾎﾟｰﾄ）

容器 内部

評価部位

評価部位の材質 SUSF304（ステンレス鋼）
温度条件 303.3℃

評価部位の材質
SCS14A相当（ステンレス鋼）

温度条件 303.3℃

評価部位の材質 SFVQ1A相当（低合金鋼）
温度条件 170℃

評価部位の材質
ＳM490B相当（炭素鋼）

温度条件 90℃

13

（高浜３,４号機）

（高浜３,４号機）

（高浜３,４号機）

（高浜３,４号機）



Ⅱ－0．評価対象施設（機器･配管系）の概要(2/2)

評価部位

原子炉格納容器 （本体）

余熱除去ポンプ

基礎ボルト

評価部位

1次冷却材管
Aループ高温側

1次冷却材管

Ｂループ低温側

格納容器貫通部

蓄
圧
タ
ン
ク

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

余熱除去配管 （本体）

評価配管ブロック

燃
料
集
合
体

制
御
棒

ク
ラ
ス
タ

案
内
管

制
御
棒
駆
動
装
置

（
Ｃ
Ｒ
Ｄ
Ｍ
）

下部ノズル

制御棒案内シンブル

上部ノズル

上部炉心板

上部炉心支持板

制御棒クラスタ

原子炉容器

ハウジング

スパイダ

駆動軸

水抜穴

制御棒 （挿入性）

材質 SS400相当（炭素鋼）
温度条件 40℃

評価部位の材質 SGV480相当（炭素鋼）
温度条件 133℃

評価部位の材質 SUS304TP（ステンレス鋼）
温度条件 204℃

（美浜１号機）

（美浜１号機）

（美浜１号機）

14

（美浜１号機）



15Ⅱ－１．原子炉容器（支持構造物）

（高浜３，４号機）

3号機
T：水平方向荷重（5764kN）
A：支圧面積（28700mm2）
→σ（支圧応力：T/A）=201MPa

4号機
T：水平方向荷重（5968kN）
A：支圧面積（28700mm2）
→σ（支圧応力：T/A） =208MPa

発生値（サポートシュ支圧応力）

クラス１支持構造物の許容応力（一次応力（支圧））

1.5 fp＊＝1.5×(F/1.1)＝465MPa

評価基準値

465MPa
201MPa３号機

208MPa４号機

評価基準値発生値

Ａ：支圧面積

：水平方向荷重

F＝min（1.2Sy,0.7Su）= 342MPa
材料：圧力容器用調質型合金鋼鍛鋼品

JIS G 3204(1988) SFVQ1A
使用温度：170℃

→Sy=315MPa、Su=489MPa
（設計・建設規格第Ⅰ編（2005）より）

水平方向荷重 評価部位

サポートシュ拡大図



16Ⅱ－2．蒸気発生器（支持構造物）

（高浜３，４号機）

評価部位
3号機

N：鉛直方向荷重（3896kN）
A：支圧面積19800（mm2）
→σp （支圧応力：N/A） =197MPa

4号機
N：鉛直方向荷重（3895kN）
A：支圧面積19800（mm2）
→σp （支圧応力：N/A） =197MPa

発生値（ブラケット側ヒンジ支圧応力）

クラス１支持構造物の許容応力（一次応力（支圧））

1.5 fp＊＝1.5×(F/1.1)＝426MPa

評価基準値

評価部位

N：鉛直方法荷重

F＝min（1.2Sy,0.7Su）=313MPa
材料：溶接構造用圧延鋼材

JIS G 3106(2004) SM490B
使用温度：90℃

→Sy=270MPa、Su=447MPa
（設計・建設規格第Ⅰ編（2005）より）

426MPa
197MPa３号機

197MPa４号機

評価基準値発生値

ブラケット側ヒンジ拡大図



17Ⅱ－３．一次冷却材管(1/2)

（高浜３，４号機）

評価方法

分岐管の荷重を用い、クラス1容器の評価体
系に基づき各評価部位の発生値を評価

外荷重による応力
（有限要素法により算出）

内圧による応力
（工認等既評価によ
る値を使用）

＋

分岐管よりの外荷重（蓄圧注入管台）

地震荷重

自重

地震荷重

自重

95.0150.0130.071.0110.073.0

79.0120.0110.059.088.060.0

曲げモーメント（kN・m)軸力(kN)

－1.41.33.8-22.0－1.120.04号機

－1.41.33.8－21.0－1.119.03号機

MzMyMxFzFyFx

単位荷重を作用
↓

得られた応力値を荷重
倍し、発生応力を算出

蓄圧注入管台（FEMモデル図）

算出した外荷重による応力と内圧による応力を合計

応力強さを算出

評価部位：蓄圧注入管台



18Ⅱ－３．一次冷却材管(2/2)

評価基準値

一次応力（膜＋曲げ）

180MPa
一次応力（膜＋曲げ）

159MPa
発生値

蓄圧注入管台評価部位

高浜4号機高浜3号機

37.15.1,
))do/di(1(6
))do/di(1(32min 2

3

=⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−π
−

=α

di=266.7mm、do=317.7mm

Sm：設計応力強さ、Su:許容引張り強さ

クラス１容器の許容応力（一次応力(膜＋曲げ））
α×min（2.4Sm,2/3Su）

＝383MPa
材料：ステンレス鋼鋳鋼品

JIS G 5121(2003) SCS14A
温度：303.3℃

→Sm=119MPa、Su=420MPa
（設計・建設規格第Ⅰ編（2005）より） αは応力解析による純曲げによる全断面降伏荷

重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれかの小

さいほうの値

評価部位



Ⅱ－４．炉内構造物の評価(1/3) 19

（高浜３，４号機）

ラジアルサポート構造図

炉心そうラジアルサポート
炉心そう

ラジアルサポート

炉心支持金物

○ 評価部位はラジアルサポート
○ 炉心そうは上下方向の熱伸びを吸収するため、原子炉容器蓋フランジで固定され

原子炉容器内に吊り下げられている
○ 炉心そう下部の水平方向をラジアルサポートで支持する
○ ラジアルサポートは炉心そう側がキー（凸）、原子炉容器側がキー溝（凹）構造



：地震荷重
（ラジアルサポートに作用する反力）

①ケース１がサポート2箇所で荷重分

担するのに対し、ケース２はサポート
4箇所で荷重分担する。

②ケース２は斜め方向に荷重がかか
るため、炉心そう水平方向の荷重成
分がさらに小さくなる

より厳しいケース１で評価を行う

地震荷重（Ｆ）

ケース２

ケース１

ラジアルサポート

炉心支持金物

ラジアルサポート

炉心支持金物

地震荷重（Ｆ）

Ａ

Ａ

Ｂ

ＣＤ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
（Ｆ/2）

（Ｆ/4）

20

（高浜３，４号機）

Ⅱ－４．炉内構造物の評価(2/3)



21Ⅱ－４．炉内構造物の評価(3/3)

（高浜３，４号機）

炉心支持構造物の許容応力（一次一般膜＋一次曲げ応力）

＝1.5×min（2.4Sm,2/3Su） ＝372MPa

材料：SUSF304；
圧力容器用ステンレス鋼鍛鋼品JISG3214（１９９１）
温度：303.3℃

→Sm=114MPa、Su=372MPa
（設計・建設規格第Ⅰ編（2005）より）

発生値

評価基準値

理論式により応力値を算定し評価基準値と比較応力評価

内部コンクリートEL.21.0M（1%）床応答曲線

原子炉容器・炉内構造物・燃料集合体連成モデルにより、
スペクトルモーダル解析

地震応答解析

FH：水平地震荷重、FF：その他荷重

MH：水平地震荷重によるﾓｰﾒﾝﾄ、MF：その他荷重によるﾓｰﾒﾝﾄ

FF、FH

MPa
Z

M

MPa
A
F

F
bFM

F
FM

8.13

1.4

==

==

σ

τ

その他荷重による応力

MPa
Z

M

MPa
A

F

H
bSH

H
SH

9.156

6.46

==

==

σ

τ

水平地震荷重による応力

断面係数断面積、 :: ZA

主応力

MPaMPa

MPa

SSXY
SXSX

S

SXY
SXSX

S

09.13
22

6.184
22

3
2

2

2

2
2

1

=−=+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛−=

=+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+=

στσσσ

τσσσ

、

１９９ＭＰａ=−= 21int SSS σσσ
応力強さ

MF、MH

評価部位

FMSHSXY

bFMbSHSX

τττ
σσσ

+=
+=



22Ⅱ－５．原子炉格納容器(1/2)

評価部位

クラスMC容器の許容応力（一次応力（膜＋曲げ））
α×min（0.6Su,Sy)=1.2×234

=280MPa
材料：中・常温圧力容器用炭素鋼鋼板

JIS G 3118(2000) SGV480
使用温度：133℃

→Sy=234MPa、Su=426MPa

Y=di/do
di：円筒断面の内径（33,400mm）

do：円筒断面の外径（33,470mm)

評価基準値

2.15.1,
)Y1(6
)Y1(32min 4

3

=⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−π
−

=α

既往評価による発生値×応答比＝
34 × 1.596 ＝ 54MPa

（応答比は次頁にて算定）

発生値

（美浜１号機）



23

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0.01 0.10 1.00

周期(sec)

応
答

加
速

度
(G

)

静的地震力 Ss-1

Ss-2 Ss-3

Ss-4 Ss-5

Ss-6 Ss-7

Ss-8 最大応答比となる施設の固有周期（0.044s)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.01 0.10 1.00

周期(sec)

応
答

加
速

度
(G

)

S2 Ss-1

Ss-2 Ss-3

Ss-4 Ss-5

Ss-6 Ss-7

Ss-8 最大応答比となる施設の固有周期(0.122s）

1.596 ＝
0.24)(12.17

0.92)(1(5.09)
＝

V)A(1HA

V)A(1H)(A
 ＝ 

絶対値和

二乗和平方根
 ＝ 応答比

2222

S2S2

SsSs

++
++

++
++

基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

基準地震動Ssによる発生値＝地震および地震以外による発生値×応答比

＝ 34 × 1.596 ＝ 54 ［MPa］

＜ 発生値は評価基準値を下回る
基準地震動Ssによる発生値

54 ［MPa］
評価基準値
280 ［MPa］

床応答スペクトル[水平方向：減衰定数1%］ 床応答スペクトル[鉛直方向：減衰定数1%］

記号説明

ASsH：基準地震動Ss（水平）
AS2H：基準地震動S2（水平）
ASsV：基準地震動Ss（鉛直）
AS2V：旧指針（静的地震）（鉛直）

Ⅱ－５．原子炉格納容器(2/2)

（美浜１号機）



24Ⅱ－６．余熱除去ポンプ(1/2)

評価部位

その他の支持構造物（ボルト材）の許容応力
（引張応力）

ft*=1.5×F/2=210MPa

F=min（1.2Sy,0.7Su）=280
ボルト材料：SS400
温度条件：40℃

→Sy＝235MPa、Su＝400MPa

評価基準値

基礎ボルト

既往評価による発生値×応答比＝
11 × 1.000 ＝ 11MPa

（応答比は次頁にて算定）

発生値

（美浜１号機）



25Ⅱ－６．余熱除去ポンプ(2/2)

記号説明

ASsH：基準地震動Ss（水平）
AS2H：旧指針（静的地震）（水平）
ASsV：基準地震動Ss（鉛直）
AS2V：旧指針（静的地震）（鉛直）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0.01 0.10 1.00

周期(sec)

応
答

加
速

度
(G

)

静的地震力 Ss-1

Ss-2 Ss-3

Ss-4 Ss-5

Ss-6 Ss-7

Ss-8 最大応答比となる施設の固有周期（剛)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.01 0.10 1.00

周期(sec)

応
答

加
速

度
(G

)

静的地震力 Ss-1

Ss-2 Ss-3

Ss-4 Ss-5

Ss-6 Ss-7

Ss-8 最大応答比となる施設の固有周期(剛）

1 
0.288)(10.576

0.61)(1(0.92)
＝

V)A(1HA

V)A(1H)(A
 ＝ 

絶対値和

二乗和平方根
 ＝ 応答比

2222

S2S2

SsSs

<
++
++

++
++

基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

基準地震動Ssによる発生値＝地震および地震以外による発生値×応答比

＝ 11 × 1.000 ＝ 11 ［MPa］

＜ 発生値は評価基準値を下回る
基準地震動Ssによる発生値

11 ［MPa］
評価基準値
210 ［MPa］

床応答スペクトル[水平方向：減衰定数1%］ 床応答スペクトル[鉛直方向：減衰定数1%］
（美浜１号機）



26Ⅱ－７．余熱除去配管(1/2)

（美浜１号機）

1次冷却材管
Aループ高温側

1次冷却材管

Ｂループ低温側

格納容器

蓄
圧
タ
ン
ク

Ｍ

解析範囲（旧耐震指針バックチェックにお
ける耐震裕度最小箇所）

評価範囲（系統図） 解析モデル

：評価部位（耐震裕度最小箇所）

評価用減衰定数1.0%
・スナバ2個
・架構レストレイントなし
・リジッドサポート3個
・ハンガー1個
・保温材なし

材質：SUS27TP

ＭＭ

Ｍ

拡大図



27Ⅱ－７．余熱除去配管(2/2)

（美浜１号機）

クラス２ 配管の許容応力
（ 一次応力（曲げ応力含む） ）

0.9Su＝360MPa

材料：配管用ステンレス鋼管
JIS G 3459(2004) SUS304TP

最高使用温度：204℃
→Sy=143MPa、Su=401MPa

（設計・建設規格第Ⅰ編（2005）より）

評価基準値

曲げ応力を含む一次応力
（内圧、自重、地震による一次応力）

=
+

+=
Z

)MM(i75.0
t4

PDS ba10
prm 52MPa

発生値

P：圧力、D0：管の外径、t：管の厚さ、i1：応力係数、
Ma：管の機械的荷重（長期荷重）により生ずるモーメント
Mb：管の機械的荷重（短期荷重）により生ずるモーメント
Z:管の断面係数

評価対象箇所における固有振動数

65.311

53.110

41.49

39.58

37.97

32.06

24.05

22.14

21.43

16.32

11.81

固有振動数

（Hz)
振動次数

Ss-1

Ss-2～8
既往評価による発生値×応答比＝

52 × 1.0 ＝ 52MPa

振動モード図（３次） 21.4Hz

振動モード図（２次） 16.3Hz

振動モード図（１次） 11.8Hz 評価部位

評価部位

評価部位



Ⅱ－８．制御棒挿入性(1/4)

通常運転時

地震時

地震外力による挿入時間遅れ

規定挿入位置（85%挿入）

制
御
棒
ク
ラ
ス
タ
の
位
置

時間 評価基準値

通常時の制御棒クラスタの位置

燃
料
集
合
体

制
御
棒
ク
ラ
ス
タ

案
内
管
（
Ｇ
Ｔ
）

制
御
棒
駆
動
装
置

（
Ｃ
Ｒ
Ｄ
Ｍ
）

下部ノズル

制御棒案内シンブル

上部ノズル

上部炉心板

上部炉心支持板

制御棒クラスタ

原子炉容器

ハウジング

スパイダ

駆動軸

水抜穴

（制御棒挿入時間解析の概要）
・ 制御棒挿入時間の解析においては、制御棒クラスタが自重で落下するときに受ける各種の抗力を考慮

して、落下開始から全スロークの85%挿入に至るまでの時間を算出する。
・ 地震時は地震力により挿入経路の各部の変形等により、制御棒クラスタが周囲に接触し、抗力が増加

するため、その影響を考慮に入れる。

地震時の制御棒挿入時間

注：下図はイメージしやすくするため、実際の
計算出力結果の上下を反転させて表示制御棒挿入性評価のイメージ図

28



流体抗力 Ff
ﾒｶﾆｶﾙ抗力Fm
浮力 Fu

制御棒挿入時間解析

（解析の流れ）

制御棒駆動装置
（CRDM） 変位･加速度

制御棒クラスタ案内管（GT）
変位・加速度

燃料集合体制御棒案内
シンブル変位・加速度

地震抗力 Ｆｖａ 地震抗力 Ｆｖｂ 地震抗力 Ｆｖｃ

地震以外に
よる抗力

地震外力による抗力

制御棒駆動装置
地震応答解析

炉内構造物 地震応答解析 燃料集合体 地震応答解析

建屋応答解析結果

燃料集合体番号

反発ばね

エネルギ
吸収素子

燃料集合体

支
持
格
子
番
号

炉
心
バ
ッ
フ
ル

上部炉心板

下部炉心板

１ ２ ３ １５

２

３

８

支
持

格
子

番
号

燃料集合体番号

･･････････

燃料集合体

エネルギ
吸収素子

反発ばね

炉
心

バ
ッ

フ
ル

上部炉心板

下部炉心板

制御棒クラスタ
の自重 M・ｇ

{ }Vumf FFFFgM
dt

xdM +++−⋅=⋅ 2

2

M ： 制御棒クラスタ質量
x ： 制御棒クラスタ挿入距離
t ： 制御棒クラスタ挿入時間
g  ： 重力加速度
Ff ： 流体による抗力
Fm ： メカニカル抗力
Fu ： 浮力
Fv ： 地震外力による抗力（＝Fva + Fvb + Fvc)

運動方程式

各抗力は実機制御棒挿入実験に基づき設定。
また、本評価手法は多度津工学試験所の実証
試験で検証されている。

29Ⅱー８．制御棒挿入性(2/4)



制御棒駆動装置

制御棒クラスタ案内管

燃料集合体制御棒案内シンブル

時間

時間

時間

応
答
変
位

応
答
変
位

応
答
変
位

＜応答変位＞

制御棒駆動装置の地震抗力（Fva）

制御棒クラスタ案内管
の地震抗力（Fvb）

燃料集合体制御棒案内シン
ブルの地震抗力（Fvc)

同上

地
震
外
力
に
よ
る
抗
力
（

）
Fv

＜変位抗力＞
各時刻の応答変位量に対応した抗力

＋
＜加速度抗力＞

各時刻の水平方向応答加速度に応じて
制御棒に働く慣性力に対応した抗力

＜変位抗力＞
各時刻の応答変位量に対応した抗力

＋
＜加速度抗力＞

各時刻の水平方向応答加速度に応じて
制御棒に働く慣性力に対応した抗力
（制御棒クラスタの挿入深さに比例）

・各機器において応答大となる時刻を
複数ピックアップし、時刻歴抗力値に
より挿入時間解析

・挿入時間が最も長くなる時刻を選定

・選定した時刻について、解析開始時
間を前後させたサーベイを行い、挿
入時間が最長となる結果を採用

各機器の時刻歴の応答変位から求められる抗力と、水平応答加速度
から求められる抗力を、タイムステップ毎に考慮して挿入時間を算定

（参考） 高浜３/４号機については、応答変位の最大値に対応した抗力が常に働くと仮定した従来の方法（加速度抗力は不採用）により算出

30

（美浜１号機）

Ⅱ－８．制御棒挿入性(3/4)



規定挿入距離

（美浜1号機 挿入解析結果）

Sｓ－１による評価値 挿入時間1.52秒
制御棒挿入時間 評価基準値

加速度

挿入距離

速度

評価基準値1.80秒以下である

×応答比 ＋ ＝

0.26 × 1.417 ＋ 1.26 ＝ 1.63秒

既往評価による
遅れ時間（地震）

既往評価による
挿入時間（地震以外）

Sｓ－２～８による評価値

31Ⅱー８ ．制御棒挿入性(4/4)



発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

応答倍率法○391106応力（MPa）炉心そう炉内構造物

応答倍率法○348254応力（MPa）配管１次冷却材管

応答倍率法○435400応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

応答倍率法○166121応力（MPa）支持構造物原子炉容器

応答倍率法○28054応力（MPa）本体原子炉格納容器

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法

応答倍率法

時刻歴解析法

時刻歴解析法

評価手法

１号機

○

○

○

○

判定

360

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

52

11

0.957×10-3

0.656×10-3

発生値

応力（MPa）配管余熱除去配管

せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価項目

と単位
評価部位評価対象

32

応答倍率法

評価手法

１号機

○

判定

1.8

評価基準値

1.63

発生値

挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）

： 断層モデル波による発生値を示す

Ⅱー９．安全上重要な主要施設の耐震安全性（美浜１号機）
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： 断層モデル波による発生値を示す

Ⅱー10．安全上重要な主要施設の耐震安全性（大飯３,４号機）

応答倍率法○37295応力（MPa）炉心そう炉内構造物

応答倍率法○348183応力（MPa）配管１次冷却材管

応答倍率法○157100応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

応答倍率法○465154応力（MPa）支持構造物原子炉容器

時刻歴解析法○2.00 ※１×10-31.19 ※１×10-3せん断ひずみ耐震壁原子炉格納容器

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法

応答倍率法

時刻歴解析法

時刻歴解析法

評価手法

３，４号機

○

○

○

○

判定

379

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

195

2

0.677×10-3

1.40×10-3

発生値

応力（MPa）配管余熱除去配管

せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価項目

と単位
評価部位評価対象

応答倍率法

評価手法

３，４号機

○

判定

2.2

評価基準値

2.16

発生値

挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）

発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

※１: プレストレストコンクリート製格納容器であり、耐震壁としてせん断ひずみで評価

（注）構造Ｂサブグループには建屋までを説明済み



発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法○372199応力（MPa）炉心そう炉内構造物

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法○383180応力（MPa）配管１次冷却材管

時刻歴解析法○426197応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

時刻歴解析法○465208応力（MPa）支持構造物原子炉容器

時刻歴解析法○280130応力（MPa）本体原子炉格納容器

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法

時刻歴解析法

時刻歴解析法

評価手法

３，４号機

○

○

○

○

判定

342

160

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

98

21

0.436×10-3

0.816×10-3

発生値

応力（MPa）配管余熱除去配管

せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価項目

と単位
評価部位評価対象
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ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析法
時刻歴解析法

評価手法

３，４号機

○

判定

2.2

評価基準値

1.75

発生値

挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）

Ⅱー11．安全上重要な主要施設の耐震安全性（高浜３,４号機）



◆ 国の委員会において、原子力安全・保安院から示された「活断層等に係る評
価の中間的整理(案)」等を踏まえ、基準地震動の見直しを実施した。

◆ その後、国の委員会等における審議を踏まえて地震動の再評価を行い、10月
9日に基準地震動の見直し（追加）を国の委員会においてご説明した。

◆ 見直した基準地震動Ｓｓに対する主要施設の耐震安全性の評価を行い、耐震
安全性が確保されていることを確認。順次、国の委員会においてご説明してい
る。

◆ 今後も引き続き、国の委員会および福井県原子力安全専門委員会での審議
に真摯に対応していく。

◆ また、耐震安全性評価と並行して進めている耐震裕度向上工事についても着
実に取り組んでいく。

５．まとめ 35



【参考】安全上重要な主要施設の耐震安全性（美浜２，３号機）

発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

[応]○391109[応]○39190応力（MPa）炉心そう炉内構造物

[応]○348156[応]○348218応力（MPa）配管１次冷却材管

[応]○415381[応]○251240応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

[応]○360207[応]○331236応力（MPa）支持構造物原子炉容器

[応]○282245[応]○27953応力（MPa）本体原子炉格納容器

[応]

[応]

[時]

[時]

評価

手法

○

○

○

○

判
定

342

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

156

33

0.802×10-3

1.11×10-3

発生値

３号機２号機

○

○

○

○

判
定

396

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

149

15

1.48×10-3

1.28×10-3

発生値

[応]応力（MPa）配管余熱除去配管

[時]せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

[応]応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

[時]せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価

手法

評価項目

と単位
評価部位評価対象

： 断層モデル波による発生値を示す（2号機、3号機についてはC断層による評価を記載）

（評価手法の略語） ［ス］ ： スペクトルモーダル解析法、 ［時］ ： 時刻歴解析法、 ［応］ ： 応答倍率法
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[応]

評価手法

○

判定

1.8

評価基準値

1.72

発生値

３号機２号機

○

判定

1.8

評価基準値

1.75

発生値

[応]挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価手法

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）



【参考】安全上重要な主要施設の耐震安全性（大飯１，２号機）

発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

[応]○37258応力（MPa）炉心そう炉内構造物

[応]○348164応力（MPa）配管１次冷却材管

[応]○426193応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

[応]○385278応力（MPa）支持構造物原子炉容器

[応]○23827応力（MPa）本体原子炉格納容器

[ス]

[応]

[時]

[時]

評価手法

１，２号機

○

○

○

○

判定

333

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

319

45

0.756×10-3

1.29×10-3

発生値

応力（MPa）配管余熱除去配管

せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価項目

と単位
評価部位評価対象

（評価手法の略語） ［ス］ ： スペクトルモーダル解析法、 ［時］ ： 時刻歴解析法、 ［応］ ： 応答倍率法
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[応]

評価手法

１，２号機

○

判定

2.2

評価基準値

2.00

発生値

挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）

： 断層モデル波による発生値を示す



【参考】安全上重要な主要施設の耐震安全性（高浜１，２号機）

発生値はすべて評価基準値以下であり、耐震安全性を確保していることを確認

[応]○39156[応]○39152応力（MPa）炉心そう炉内構造物

[応]○348250[応]○348244応力（MPa）配管１次冷却材管

[応]○415403[応]○415312応力（MPa）支持構造物蒸気発生器

[応]○385339[応]○385317応力（MPa）支持構造物原子炉容器

[応]○282220[応]○282209応力（MPa）本体原子炉格納容器

[ス]

[応]

[時]

[時]

評価

手法

○

○

○

○

判
定

396

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

100

23

0.0970×10-
3

0.689×10-3

発生値

２号機１号機

○

○

○

○

判
定

342

210

2.00×10-3

2.00×10-3

評価基準値

92

23

0.194×10-3

0.690×10-3

発生値

[ス]応力（MPa）配管余熱除去配管

[時]せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

[応]応力（MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

[時]せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価

手法

評価項目

と単位
評価部位評価対象

（評価手法の略語） ［ス］ ： スペクトルモーダル解析法、 ［時］ ： 時刻歴解析法、 ［応］ ： 応答倍率法
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[応]

評価手法

○

判定

1.8

評価基準値

1.77

発生値

２号機１号機

○

判定

1.8

評価基準値

1.73

発生値

[応]挿入時間（秒）制御棒（挿入性）

評価手法

評価項目

と単位
評価対象

○ 構造強度評価

○ 動的機能維持評価（制御棒挿入性）



【参考】 機器・配管系の減衰定数（１／２）

「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991追補版」に規定された値を基本とし、

試験等で妥当性が確認された値も用いる。

制御棒
挿入性

1.01.0制御棒クラスタ案内管 （溶接構造物）

1.05.0制御棒駆動装置 （制御棒駆動装置（PWR））

1.0※2燃料集合体 （燃料集合体（PWR））

1.01.0原子炉格納容器 （溶接構造物）

次ページ次ページ余熱除去配管 （配管）

1.01.0余熱除去ポンプ （ポンプ・ファン等の機械装置）

1.03.0一次冷却材管 （１次冷却設備（PWR））

1.01.0炉内構造物 （溶接構造物）

1.03.0蒸気発生器 （１次冷却設備（PWR））

1.01.0原子炉容器 （溶接構造物）

鉛直方向 ※1水平方向

減衰定数（％）
対象施設 （JEAG4601での区分）

※1 参考文献
社団法人 日本電気協会
・水平及び鉛直方向の設計用減衰定数 第29回 耐震設計分科会資料No.29-4-5-8 平成20年1月18日

※2 PWR燃料集合体の減衰定数は、振動試験結果に基づいて、振幅依存性を持つものとして定めており、振幅が
10mm程度では等価減衰定数は10～15％となる。ただし、応答倍率法で評価する場合は保守側に1%を適用。

ＰＷＲ機器・配管系の減衰定数
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【参考】 機器・配管系の減衰定数（２／２）

0.5
1.5

（1.0）
配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないものⅣ

2.0
（-）

3.0
（-）

Ｕボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重を受けるＵ
ボルトの数が４個以上のもの

Ⅲ

1.0
2.0

（1.5）

スナッバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハン
ガ等を有する配管系で，アンカ及びＵボルトを除いた支持具の
数が４個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの

Ⅱ

2.0
3.0

（2.5）
スナッバ及び架構レストレイント支持主体の配管系で，その支
持具(スナッバ又は架構レストレイント)の数が４個以上のもの

Ⅰ

保温材無保温材有※2

設計用減衰定数（%）※1

配管区分

※１ ( )内の値はJEAG4601-1991 追補版における値を示す
※２ 「保温材有」の値は，無機多孔質保温材による付加減衰定数として1.0%を考慮したものであり、金属

保温材による付加減衰定数は、配管系における配管長さに対する金属保温材長さの割合が40%以下の
場合に限り1.0%を適用し、金属保温材の使用割合が40%を超える配管の付加減衰定数は0.5%とする。

参考文献
社団法人 日本電気協会 水平及び鉛直方向の設計用減衰定数

第29回 耐震設計分科会資料No.29-4-5-8 平成20年1月18日

（配管の減衰定数）
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【参考】 応答倍率法の保守性

α1/β1、α2 /β2・・・ αn /βnを算定し、その最大値を旧地震動に対す

る荷重、応力に乗じて、新地震動に対する荷重、応力を算定

（応答倍率法の保守性確保のためのその他の配慮）

応答倍率法を用いる場合には保守性を持たせるため各モードごとに算定した応答比の
最大値を応答比として用いる。

Tｎ ： 評価対象施設のn
次固有周期

αｎ ： n次固有周期にお
ける新地震に対す
る応答値

βｎ ： n次固有周期にお
ける旧地震に対す
る応答値

α2

α1

β1

β2

β3

α3

T1T2・・ T3 周期

応
答

加
速

度
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